
2C5 日本の科学技術指標 
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本報告書は、 日本で初めての 科学技術 指 掠の報告書であ り、 また現状報告型が 

詩型の基本型であ ること等に鑑み 現状報告型の 指標体系を作成することとした。 

次に、 科学技術指標体系化に 当たっての基本的な 考え方を次のような 6 項目に 
まとめた。 これらに基づいて、 主要な指 標を演綾 的に導き出そうとしたのであ る。 

(1) 単に研究開発活動それ 自身だけを対象にするのではなく、 科学技術に関連する 

活動をも含め 全般的に把握する。 

一国の研究開発活動は、 巾 広くかつ重層的な 科学技術支援基盤の 上で遂行され 

ている。 その成果も直接的なものから 間接的なものまで、 その形轄の連鎖は 長く 、 

範囲は広い。 それらをすべて 視野に入れる 必要があ る。 

(2) 科学技術活動の 流れを、 目標一手段体系で 整理することにより、 政策評価への 

利用を容易にする。 

科学技術活動の 特徴は 、 個々の科学技術が 多様な目標を 達成することにあ り、 

その目標との 関連なしに把握することはできない。 

(3) 科学技術活動を 基盤系 / 成果系として 記述する 

研究開発活動は 人類に未知なものを 対象にしているので、 既存の投入 / 産出 概 

念 だけでは必ずしも 十分ではなく、 基盤系 / 成果系の概俳がより 適切であ ると 考 

えられる。 

(4) フロ一指標に 対してストック 指標、 客観指標に対して 主観 指 椋を充実する 

既存の指標で は 、 客観指標、 定量的指標、 フロ一指標に 偏っているきられがあ 

る 。 それに対して、 主観的指標、 定性的指標、 ストック指標を 積極的に採用し、 

補完する必要があ る。 

(5)f 旨標 体系は現存する ( 行政 ) 統計データだけを 前提にしない 

一国の科学技術活動全般を 把握するには、 行政目的の必要性によって 集められ 

た統計データだけでは、 どうしても不十分であ る。 そこで、 独自に収集したり、 

既存の統計を 発掘したり、 国捺 的なデータペースを 活用するなどが 必要であ る。 

(6) 分類は固定的でなく、 目的に応じて 変化させる 

全指標を同一の 分類方式で分類することは 不可能であ り、 収集データにどのよ 

うな内容を表現させるかという 目的に最もふさわし い 分類を採用する。 

科学技術指標の 目的と機能、 指標の体系化に 当たっての基本的考え、 および後 

述 するような選択基準の 下に、 科学技術指標の 体系化を試みた。 

このような作業の 積み重ねの結果、 以下のような 指標の構造を 得た ( 次頁 図 ) 。 

この構造は、 指標があ たかも、 水が高きから 低きに流れるように 配置されて ぃ 

る 。 そこで、 この構造をカスケード 浩 ( Cascade  Struct Ⅱ re)  と名付けた。 また、 

この体系に属する 指標数は 103 に達した。 

科学技術指標を 選択するに当たって 採用した選定基準は 次の 5 つであ る。 

(1) 因果 性 / 関連 桂 : 因果 性 では、 指標体系の中央に 位置する指標ほど 研究開発 

活動との関係が 深く 、 互いに近くあ るほどそれらの 関係は深い。 関連性では、 

中央にあ る研究開発活動から 離れるにつれて、 直接的関係が 薄くなる。 

(2) 指標数のバランス : 指標体系の中央部の 指標数を多くし、 両端にいくほど 少 

なくするようにする。 すな ね ち、 科学技術活動との 関係の深さに 比例する。 
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    科学技術の社会的支援基接 い 1 

  

      科学技術基盤 Ⅰ 教育基盤 [6] 
社会基盤 14] 
経済基盤 [41 

  

  
研究開発要素系 

(@ 3@ )   

研究開発基盤 研究開発体制系   

研究開発評価系   
( 研究開発活動 ) 

<@ 4@ ) 

研究開発成果   

    

(@ 5@ ) 産業経済寄与 161 
  科学技術の寄与 国捺 寄与 [61 

  

社会寄与 [61 
(@ 6@ I 

    科学技術の社会性 [3l 

団円 科学技術 指 楳の体系 

注 ) [ ] 内の数字はその ヵ テゴリ一に属する 指 椋の数を示す。 

い ) 指標 レペル : 総合化等合成されている 指標は省くなど、 直接測定される デ一 

タ では成するようにする。 ストック且や 主観的データの 充実も図る。 

(4) データの収集分類 : なるべく、 代表的分類法を 適用するようにする。 ま牡   

妥当な分類レベルを 採用するようにする。 

(5) データの収集可能性 : 精度がよく、 収集可能性の 高 い データ、 偏りのない デ 

一タを 収集するようにする。 

3. 報告 言 の 抽成 

本吉は以下の 11 章でぼ成した。 

序章 科学技術指標開発の 経緯 

科学技術指標体系、 開発の経緯等、 本書の内容について 記した。 

第 1 章 我が国の科学技術活動 

本章は第 2 章から第 9 章までの内容の 要約であ る。 

第 2 章 人材育成 

科学技術活動の 最も重要な基盤であ る初等中等教育、 高等教育および 高等教育 

人材の進路に 関する指標の 紹介であ る。 

第 3 章 研究開発への 支援 

科学技術を直接支援する 基盤としての 政府の研究開発予算の 分析、 社会からの 
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支援としての 学会や関連財団の 指標の紹介てあ る。 

第 4 章 研究開発の現状 
科学技術の直接的インプットに 関する指標としての 研究開発人材、 研究開発費、 

研究所等を、 国全体 ( 国際比較を含む ) 産業界、 大学、 政府によるものと 分け 

て 指標化したものを 召命であ る。 

第 5 章 地域における 研究開発活動 

地域の研究開発活動を 表す指標を作成して 紹介したものてあ る。 

第 6 章 研究開発の成果 

水害では特に 成果に関する 指標の開発に 努力した。 その結果、 学術論文と特許 

に 関しては引用に 関する指標を 充実することがてきた。 さらに、 表彰制度からみ 

た指標、 規格や標準に 関する指標を 加え   国際的に類を 見な。 も " 。 てきた。 

第 7 章 研究開発の国際化 

人の交流、 国 捺 会議の開催、 海外研究所や 外貨の国内研究所、 技術貿易、 学術 

論文面における 国際化など、 基盤系 ど 成果系を台めて 多方面にわたって 研究開発 

の国際化を指標化している。 

第 8 章 科学技 荷と 社会 

科学技術に関する 間接的な成果を 指標にしだものてあ る。 その内容は、 産業へ 

の 貢献、 生活への 影笘 、 地球環境保全への 貢は 、 および文化べの 形辞 というように 

4 部構成にな，，ている。 

第 9 章 科学技Ⅰに閲する 社会の意識 

科学技術に関する 世論調査から、 科学技術全般に 関する意識、 情報やライフサ 
イェン ス など個別の科学技術分野に 関する意識について、 指標化 L 紹介している。 

終章 科学技術指標開発の 今後の展望 

科学技術指標作成の 経験を踏まえ、 またこれを機会に 定期的に指標の 報告書が 

刊行されることを 期待して、 科学技術関連統計データの 充実、 指標の一層の 充実、 

データベース 化、 指標開発面ての 国際協力等今後の 課題を整理して 論じた。 

4. 本吉の特徴 
本書には先に 述べたように、 体系化という 大きな特徴があ る。 しかし、 それ 以 

外にも以下のような 特徴を挙げることができる。 

(1) 既存の指標にない 指標を取り上げている 

科学技術活動の 中心は研究開発活動てあ る。 しかし、 現実の研究開発活動は 、 

例えば教育等幅広い 支援基盤の上に 行われている。 また、 研究開発成果は、 人類 

の 知的ストック 蓄積への貢献や 経済発展、 国民生活など 社会にインパクトを 与え、 

また、 人々の意識にまで 影 轄を与える。 このような現実を 踏まえ、 本吉では研究 

開発 活 劫を中心にするものの、 その支援基盤及び 影轄 までを含めた 広範な分野を 

対象にしている。 具体的には以下のようなものがあ る。 

  研究開発支援としての 科学技術関係財団や 学会 

  産業における 非本業化や研究集約 度 

・研究開発成果としての 規格・基準や 表彰制度による 科学技術成果 
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  国際化としての 研究者の移動や 海外研究所の 活動 

  科学技術と社会との 関係を示す、 科学技術と産業、 生活への 形宰 、 地球環境保 

全への貢献、 科学技術と文化 

(2) 既存の指標には 見られない新しい 分析を実施している 

  学術論文については、 我が国論文について、 世界全体に占める 論文生産 数のシ 

エ ア と被 引用回数のシェアとを 比較している。 その結果、 我が国の学 - 衛論文は 、 

近年、 量的にも質的にも 向上しつつあ ることを明らかにした。 また、 論文の生産 

国から学術雑誌の 出版国への論文投稿の 流れを整理した。 その結果、 我が国の論 

文数の増加は、 国外への投稿の 増加が寄与していることを 明らかにした。 さらに、 

論文が引用される 国から論文を 引用する国への 流れを整理した。 その結果、 我が 

国の被引用回数が 増加したのは、 近年、 外国の論文が 日本の論文を 引用すること 

が 多くなったためであ ることを示した。 

  特許については、 米国の特許審査の 過程で審査官に 引用された特許のデータベ 

一ス が 存在することに 着目し、 米国における 日本特許の登録シェア と被 引用シェ 

アとを比較した。 その結果、 米国で登録された 特許件数と検引用度は、 いすれも 

米国が圧倒しているものの、 次第にシェア @73 低下が見られること、 米国以外の国 

では我が国が 突出した地位を 占め、 しかも著しく 増加していることを 示した。 

  国際化については、 主として基礎研究分野の 国際化を定 果 的に 把 捜するため、 

学術論文の国際共著について 分析し           その結果、 我が国の論文中に 占める国際 

共著論文の比率は、 欧米先進国に 比 ぺ 似ぃものの着実に 増加していることを 明ら 

かにした。 また、 日本にあ る外資系企業 (7) 研究所数の推移を 取上げて分析した。 

その結果、 外資系の研究所設立時期は、 19 ㎝ な代 中頃 から 70 年代初め ( 第 1 期 ) 

にかけてと、 80 年代初め以降 ( 第 2 期 ) に集まっており、 近年、 研究開発型の 外 

資系企業が増加していることを 明らかにした。 

い ) 指標の国際比較に 努力している 

第 4 章「研究開発の 現状」では、 F T E ( f Ⅱ l-time equival Ⅱ et 専従換算 : 研 

究 者の実働時間に 基づき研究者数を 把握する換算方法 ) 1 。 ， による国際比較の 重要 

性を説くともに F T E 換算による研究者数と 研究費を試算している。 

なお、 F T E 換算とは、 研究者数を集計する 捺に、 研究者の活動を 研究開発 と 

研究開発以外の 活動に区別し、 実際に研究開発に 従事した時間に 換算して 栗計す 

ることであ る。 例えば大学教官が、 その職務時間の 60% を研究開発に 費やし、 残 

りの時間を他の 活動 ( 教育、 管理など ) に費やしている 場合には、 0 ． 6 人分として 

換算する。 F T E 換算は、 研究者数ばかりでなく、 研究開発費の 集計にも 影 碍す 

る 。 なぜなら、 研究開発費には、 研究者の人件費が 含まれるからであ る。 

ところで、 我が国の科学技術に 関する統計では、 F T E 換算は行われている ぃ 。 

しかし、 我が国を除いた 0 E C D の加盟国のほとんどでは F T E 換算したデータ 

を報告している。 例えば、 米国は研究者個人の 職務別の稼働時間に 関するサンブ 

ル 調査を実施しており、 F T E 換算値を算出している。 ドイツ ( 旧西 ドイッ ) お 

よびブラシスでは、 調査対象の機関が 研究者数の F T E 換算値を回答することに 
なっている。 
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先に述べたように、 我が国では研究者数や 研究開発費が F T E 換算されていな 
いために、 他国に比べて 過大に評価されることになる。 そこで、 できるだけ早く 、 

我が国の統計調査に F T E   換算が採用されることが 望まれる 旨 指摘している。 一 

方 、 F T E 換算していない 研究者数は研究開発のポテンシャル 等を示す重要な 指 

標 であ るので、 他の 0 E C; D 加盟国においても、 我が国と同様の 方法で調査が 行 

われるよう要望している。 

以下のように 具体的に F T E 値を試算した。 まず、 既存の統計等 ;     ] から F T E 

の 平均換算率を 産業の研究者で 0 ・ 7 、 大学の研究者で 0 ・ 5 、 研究機関で 1,0 とし 

た。 この検算率を 用いると、 1990 年の研究者数は 約 36 万人で換算しない 場合 ( 56 

万 ． 3nn 人 ) の約 65% であ る。 また、 Ⅱ 89 年度の研究開発費は 約 10 兆円で換算しな 

い場合 ( 11 億 8155 億円 ) の約 85% であ る。 さらに、 研究開発費の 対 G N P 比は 2   

5% ( 換算前は 2.97% )    労働力 1 万当たり研究者数 50 人 ( 同 83 メ 、 ) 、 人 [ コ Ⅰ 万ノ 、 

当たり 30 人我 ( 同 42 人 ) となり、 米国を始めとする 諸外国とほ ぽ 同じ水準になる。 

5. 今後の課題 

科学技術活動全体を 定量的に示した 指標報告は 、 我が国では初めて 発行される 

ものであ り、 今後このような 指標は、 継 ・ 続 して作成されてこそ、 我が国の科学技 
術活動がより 正確に理解され、 ひいては政策の 企画立案活動等に 対する有用な 資 

料 として貢献てきる。 このため、 科学技術政策研究所では、 引き続き指標の 整備、 

拡充を進め、 隔年毎に指標報告を 発行していく 予定であ る。 また、 本書の成果を 

広く海外にも 公開するため、 英訳を行う予定であ る。 
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Ⅰ玉す 庁さ乏   指 標 一 覧 

  章 1 指標数 ]   指 

  
標 一 

  第 2 章人材育成 [10] 
・初等中等教育 @ 数学と理科の 学力、 初等中等教育課程におけるパソコン 普及 度 。 

高等学校における 情報関連学科、 高等学校工業科 
  高等教育 大学進学希望者の 学部別入学志願状況、 大学の学生数、 大学の 
・高等教育人材の 進路 教育研究費、 大学卒業者の 進路、 大学院の学生数、 学位授与数 

    

・産業における 研究開発 産業の研究開発費、 産業別・製品分野別研究開発費、 産業の研   
  大学における 研究開発 大学の研究開発費、 大学の研究者数、 大学の研究者一人当たり 

研究開発費、 大学の研究所数 
  研究機関における 研究 研究機関の研究開発費、 研究機関の研究者数、 研究機関の研究 
開発 所数 

第 5 章地域における 研究開発 
活動 l6] 

  研究機関の地域分布   百 村閑 民 大 学間 の研 研究 秀機 開関 発の 入所 打突 ほ 閉 発 大所 学究 の苦 所数 究 政 開び 発 研 人突 弊 費 の 分 工業生産と研究開発活動 
活動 

第 6 章研究開発の 成果 [12] 
  学術論文 論文致、 論文の被引用度、 論文及び学術雑誌の 国際性、 サィ テ 

一ン ヨ、 /   フロー 
  特許 特許の出願件数と 登録件数、 主要国の国内Ⅰ国覚特許件数、 主 

要 特許出願売国への 特許件数、 米国における 特許の登録件数 及 
び 検引用度、 産業別特許出願件数、 植物品種の登録件数 

  規格と標準 日本工業規格 
  表彰制度による 科学技術 表彰制度による 科学技術成果の 評価 
成果の評価 

第 7 章研究開発の 国際化 [6] 
  人の交流   ] 第 8 ， 章 丹石 究科 開学 発技 街 の 交と 流社 会 ｜ ] 2 
  科学技術と産業 

系 学部出身の企業重役比率 
  生活への 影時 

  科学技術と文化   

付加価値生産性、 エネルギー消費効率、 ロボット使用台数、 理 
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